
特集いのちとくらしをまもる防災減災

1.　はじめに

令和元年東日本台風をはじめとした近年頻発し
ている激甚な水害等に備えるため，集水域から氾

濫域にわたる流域全体のあらゆる関係者が協働し
て，流域全体で水害を軽減させる治水対策，「流
域治水」を計画的に推進する必要がある。
令和 3年 3月に流域治水対策の全体像を示した

「荒川水系流域治水プロジェクト」を策定・公表
した。荒川は埼玉県及び東京都を流れ，氾濫域は
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図－ 1　荒川の流域及び氾濫域（関連自治体単位）

氾濫域（実線）

集水域
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流域面積：2,940km2（19位/109水系）
幹川流路延長：173km（15位/109水系）
流域内人口：約1,020万人（総人口の約8％）
                                            人口：調査基準年：H22年

荒川の諸元
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広範囲である（図－ 1）。荒川下流部においても
令和元年東日本台風により河川水位が上昇し，京
成本線荒川橋梁では桁下約 120 cm まで水位が到
達した（写真－ 1）。
荒川水系では東京ブロックと埼玉ブロックに分

けて協議会を設置しており，当事務所は東京ブロ
ックの事務局である。荒川水系（東京ブロック）
流域治水協議会では，河川整備計画に基づく河川
整備や調節池整備，大規模氾濫減災協議会の取組
方針に基づく避難や水防等の取組を十分に共有す
るとともに，被害の防止・軽減に資する流域にお
ける対策を総合的に検討の上，密接な連携体制を
構築するための協議等を行っている（写真－ 2）。
本稿では荒川水系（東京ブロック）流域治水協
議会における独自の取り組みを 3つ紹介する。

2.　流域治水の SDGs 達成への貢献

SDGs（Sustainable Development Goals）とは，
2015 年 9 月の国連サミットで採択された，2030
年までに持続可能でよりよい世界を目指す国際目
標である。
昨今，SDGs の認知度は高まっている。そこで

当事務所では，令和 3 年 5 月に所内の業務，工
事，プロジェクトについて，SDGs の貢献度を示
した「荒川下流 SDGs レポート」を作成した。こ

のレポートの中で流域治水が SDGs 達成に貢献し
ていることも公表している。例えば，「SDGs の
目標 1：貧困をなくそう（貧困層や脆弱な状況に
ある人々の強靱性を構築する）」は，流域治水の
目標に合致することなどを整理している（図－ 2）。
SDGs という共通言語を活用することで，治水

写真－ 1　  京成本線荒川橋梁の令和元年東日本台風
時の状況（桁下約 120 cmまで水位が到達）

写真－ 2　第 1回流域治水協議会の開催状況

わたしたちは、近年の激甚な水害や、気候変動による水害の
激甚化・頻発化に備えるため、持続可能かつ強靱なインフラ等
として洪水・内水氾濫対策や貯留機能の向上を図り、自然災害
に対する適応能力を強化しています。
また、わたしたちは、流域全体におけるあらゆる関係者が協

働して水害を軽減させるため、さまざまなパートナーシップの
構築を推進しているところです。

わたしたちは、流域治水を推進し氾濫域の水災害リス
クを軽減することにより、持続可能な食料生産システ
ム・エネルギーサービスなどの確保や、氾濫発生による
感染症拡大防止など、住み続けられるまちづくり及び
人々の防災意識の向上と国の経済成長に貢献しています。

図－ 2　荒川下流 SDGsレポート
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にあまり精通していない方も含め，あらゆる関係
者（住民・企業）との協働が推進・促進されるこ
とを期待している。現時点では，当事務所の発注
工事において，受注者自らが SDGs への貢献につ
いてYouTube で配信するなどの活動が広がって
いる（図－ 3）。

3.　  興味をもってもらえる 
わかりやすい情報提供

当事務所では荒川下流域のさまざまなデータを
三次元で立体的に表現し，“いつでも，誰にでも”
わかりやすく表示する荒川 3D河川管内図（三次
元河川管内図）及び荒川 3D洪水浸水想定区域図
を公表した。荒川 3D洪水浸水想定区域図は，家
屋のどこまで浸水するかが表現されている。すで

に自治体広報や地域防災で画像が活用されている
（図－ 4）。
荒川 3D河川管内図には，荒川水系流域治水プ
ロジェクトの対策状況（東京ブロック）も掲載し
ており，どこでどのような流域対策が行われてい
るかわかりやすく情報提供をしている（図－ 5）。

図－ 4　  自治体が住民に配布した防災情報 
（荒川 3D洪水浸水想定区域図を活用）

図－ 3　SDGsへの貢献について YouTubeで配信
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4.　  住民・企業の参画を促す 
流域治水シンポジウムの開催

流域治水の推進には，住民・企業の皆様の参画
が必要不可欠である。このため，住民・企業の皆
様に流域治水へ主体的に参画していただくことを
目的として，流域治水シンポジウム「首都東京の
安全で持続可能なまちづくりを考える」を令和 3
年 9月 29 日に開催した（写真－ 3）。
パネルディスカッションでは，各機関から流域
治水におけるまちづくり等の取組状況について発
表があった。区役所や両国国技館等で雨水貯留の
仕組みがあるなど，流域治水を身近に感じるきっ

かけになったと考えている。
なお，本シンポジウムは新型コロナウイルス感
染症拡大防止のため，YouTube にて配信した。
YouTube を見た視聴者より高台まちづくりの展
望など多くの質問があったことから，流域治水に
ついて関心を高められたと考えられる。最大同時
視聴者数は 263 人，再生数は令和 4年 1 月 20 日
時点で 2,315 人である。

5.　おわりに

「流域治水」を推進するため，あらゆる
関係者を巻き込んだ運動として展開してい
くことが重要である。当事務所では，今後
も確実に河川整備等の治水対策を行うこと
はもちろんのこと，更に「流域治水」を推
進するため，流域治水プロジェクトの充実
化（リスクマップの作成・公表等）を進め
ている。また，荒川水系（東京ブロック）
流域治水協議会の独自の取組として民間事
業者の方々に避難場所の提供のお願いや実
施における支援制度を紹介するポスターを
作成し，区役所や指定確認検査機関等に掲
示することで，関係者との流域治水の協働
について強化を図っている。

図－ 5　荒川水系（東京ブロック）流域治水プロジェクトの対策状況

写真－ 3　流域治水シンポジウムの開催状況
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